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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第72期
第３四半期
連結累計期間

第73期
第３四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 65,668,352 77,390,724 116,106,118

経常利益 (千円) 4,755,669 8,424,547 9,581,385

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 3,311,949 5,466,954 6,533,862

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 4,620,893 6,837,339 8,795,773

純資産額 (千円) 52,963,331 61,793,055 57,137,604

総資産額 (千円) 92,226,681 104,293,917 101,961,629

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 93.17 154.57 183.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.4 58.3 55.1
 

 

回次
第72期
第３四半期
連結会計期間

第73期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 29.99 68.98
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 ４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、前年度に首都直下地震対策関連工事などの民間鉄道工事の受

注が集中したことから、受注高は79,466百万円（前年同期比3,598百万円減少）となりましたが、公共工事や民間一

般工事などの受注は順調に推移しました。また、売上高は、進行基準対象工事の増加に加え、各種繰越工事が順調

に進捗したことにより、77,390百万円（前年同期比11,722百万円増加）となりました。

利益につきましては、上記売上高の増加に加え、全社をあげて継続的に取り組んでいる不採算工事の徹底排除、

原価管理の強化、種々のコストダウン努力、一部特殊要因などもあり、売上総利益は12,633百万円（前年同期比

3,672百万円増加）、営業利益は8,153百万円（前年同期比3,683百万円増加）、経常利益は8,424百万円（前年同期

比3,668百万円増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は5,466百万円（前年同期比2,155百万円増加）といずれ

も大幅な増加となりました。

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上高を記載

しております。

（土木事業）

受注高は54,799百万円（前年同期比10.3％減）、売上高は51,564百万円（前年同期比20.8％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は33,048百万円であり、次期繰越高は57,110百万円となりました。

セグメント利益は5,929百万円となりました。

（建築事業）

受注高は24,667百万円（前年同期比12.4％増）、売上高は21,752百万円（前年同期比22.0％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は17,067百万円であり、次期繰越高は24,360百万円となりました。

セグメント利益は1,755百万円となりました。

（その他）

売上高は4,073百万円で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入であります。

セグメント利益は456百万円となりました。
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(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業上及び財務上の対処すべき課

題について重要な変更はありません。

 

(3)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は22百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

771,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,306,800
353,068 ―

単元未満株式
普通株式

21,900
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 353,068 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権20個）が含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東鉄工業株式会社
東京都新宿区信濃町34
JR信濃町ビル４階

771,300 ― 771,300 2.14

計 ― 771,300 ― 771,300 2.14
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 18,706,564 10,324,504

  受取手形・完成工事未収入金等 56,427,213 ※２  56,285,845

  未成工事支出金等 2,256,601 10,192,344

  繰延税金資産 914,602 501,299

  その他 3,040,979 4,389,194

  貸倒引当金 △16,405 △4,560

  流動資産合計 81,329,554 81,688,627

 固定資産   

  有形固定資産 6,518,388 6,370,009

  無形固定資産 221,338 194,788

  投資その他の資産   

   投資有価証券 13,482,103 15,413,789

   退職給付に係る資産 ― 211,554

   その他 2,382,990 2,381,444

   貸倒引当金 △1,972,745 △1,966,295

   投資その他の資産合計 13,892,347 16,040,491

  固定資産合計 20,632,074 22,605,290

 資産合計 101,961,629 104,293,917
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 30,871,626 ※２  25,507,040

  未払法人税等 1,655,788 873,865

  未成工事受入金 503,677 1,768,864

  完成工事補償引当金 95,100 75,025

  賞与引当金 1,644,737 761,263

  工事損失引当金 101,719 44,486

  その他 6,189,745 9,109,446

  流動負債合計 41,062,395 38,139,992

 固定負債   

  繰延税金負債 2,089,310 2,779,222

  債務保証損失引当金 327,315 325,015

  退職給付に係る負債 601,256 568,312

  その他 743,746 688,320

  固定負債合計 3,761,629 4,360,870

 負債合計 44,824,025 42,500,862

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,810,000 2,810,000

  資本剰余金 2,350,634 2,351,082

  利益剰余金 46,827,222 50,663,054

  自己株式 △353,538 △902,997

  株主資本合計 51,634,318 54,921,139

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,574,333 5,838,189

  退職給付に係る調整累計額 2,375 46,901

  その他の包括利益累計額合計 4,576,709 5,885,090

 非支配株主持分 926,577 986,825

 純資産合計 57,137,604 61,793,055

負債純資産合計 101,961,629 104,293,917
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高   

 完成工事高 60,517,090 73,316,781

 付帯事業売上高 5,151,261 4,073,943

 売上高合計 65,668,352 77,390,724

売上原価   

 完成工事原価 52,692,715 61,717,094

 付帯事業売上原価 4,014,548 3,040,490

 売上原価合計 56,707,263 64,757,584

売上総利益   

 完成工事総利益 7,824,374 11,599,686

 付帯事業総利益 1,136,713 1,033,453

 売上総利益合計 8,961,088 12,633,140

販売費及び一般管理費 4,491,304 4,479,426

営業利益 4,469,783 8,153,714

営業外収益   

 受取利息 2,320 2,912

 受取配当金 183,939 199,674

 持分法による投資利益 92,009 56,110

 その他 17,747 19,215

 営業外収益合計 296,017 277,912

営業外費用   

 支払手数料 1,695 2,239

 その他 8,435 4,840

 営業外費用合計 10,131 7,079

経常利益 4,755,669 8,424,547

特別利益   

 固定資産売却益 474,435 345

 債務保証損失引当金戻入額 3,500 2,300

 特別利益合計 477,935 2,645

特別損失   

 固定資産売却損 － 1,876

 固定資産除却損 54,916 84,660

 特別損失合計 54,916 86,536

税金等調整前四半期純利益 5,178,689 8,340,656

法人税、住民税及び事業税 1,226,345 2,344,538

法人税等調整額 558,382 488,707

法人税等合計 1,784,727 2,833,246

四半期純利益 3,393,962 5,507,409

非支配株主に帰属する四半期純利益 82,012 40,455

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,311,949 5,466,954
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 3,393,962 5,507,409

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,152,493 1,279,117

 退職給付に係る調整額 59,416 44,525

 持分法適用会社に対する持分相当額 15,020 6,286

 その他の包括利益合計 1,226,931 1,329,929

四半期包括利益 4,620,893 6,837,339

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,501,642 6,775,335

 非支配株主に係る四半期包括利益 119,250 62,004
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財

務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

 

（表示方法の変更）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

（四半期連結損益計算書）

　従来、「営業外収益」に計上しておりました「社宅料」につきましては、借上社宅制度の利用者増加等に伴

い、金額的な重要性が増加傾向にあり、当該制度の費用負担の実態を明確かつ損益区分をより適切に表示するた

め、第１四半期連結会計期間より、「売上原価」、「販売費及び一般管理費」から控除する方法に変更しており

ます。

　この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、売上総利益が62,511千円、営

業利益が88,598千円それぞれ増加しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

　１　偶発債務(保証債務)

下記の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

(銀行借入金保証)   

　従業員(住宅融資制度) 117,991千円 102,850千円

　　　　計 117,991 102,850
 

 

※２　　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または現金決済日をもって決済処理

をしております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

　受取手形 ―千円 8,204千円

支払手形 ― 171,215
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(四半期連結損益計算書関係)

 

 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計

期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 611,946千円 640,793千円
 

 

(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 855,100 24 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,065,863 30 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年11月６日
取締役会

普通株式 565,258 16 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 42,680,292 17,836,797 60,517,090 5,151,261 65,668,352 ― 65,668,352

セグメント間の

内部売上高又は振替高
― 383,636 383,636 1,154,703 1,538,340 △1,538,340 ―

計 42,680,292 18,220,434 60,900,727 6,305,965 67,206,692 △1,538,340 65,668,352

セグメント利益 2,753,081 1,082,782 3,835,864 615,708 4,451,573 18,210 4,469,783
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額18,210千円は、セグメント間取引消去11,435千円及び固定資産の未実現損益の調整

額6,774千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 51,564,648 21,752,132 73,316,781 4,073,943 77,390,724 ― 77,390,724

セグメント間の

内部売上高又は振替高
― 387,177 387,177 1,197,300 1,584,477 △1,584,477 ―

計 51,564,648 22,139,309 73,703,958 5,271,244 78,975,202 △1,584,477 77,390,724

セグメント利益 5,929,393 1,755,984 7,685,377 456,982 8,142,360 11,354 8,153,714
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額11,354千円は、セグメント間取引消去4,995千円及び固定資産の未実現損益の調整

額6,359千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益 93円17銭 154円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 3,311,949 5,466,954

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

3,311,949 5,466,954

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,547 35,368
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

第73期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年11月６日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 565,258千円

②１株当たりの金額 16円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月５日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士   北　川　　健　二　　　印

業 務 執 行 社 員  
 

 

指定有限責任社員  
公認会計士   阿　部　　與　直　　　印

業 務 執 行 社 員  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄工業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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